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Ⅰ 土地利用基本計画の概要

本市は、平成 18年に額田町と合併し、平成 22年に額田町の一部を都市計画区域に編入したこと

で、現在の市域及び都市計画区域となりました。

市域には、市街化区域、市街化調整区域及び都市計画区域外という３つの土地に関する区分が存

在しています。このうち市街化区域においては、用途の混在、高度利用の促進や低未利用地の有効

活用等が課題となっている一方で、市街化調整区域や都市計画区域外においては、緩やかなスプロ

ール化が進むとともに、人口減少に伴う土地の管理水準の低下が懸念されています。また開発行為

に該当しない行為による無秩序な土地改変が行われるなど、都市計画マスタープランをはじめとす

る都市計画制度や、既存の条例等では対応の困難な土地利用上の課題が生じており、既存制度の補

完をするだけではなく、総合的な視点から適切な土地利用の規制・誘導を図る必要性が強く求めら

れています。

このため、全市的な土地利用の方針を示し、土地利用関連施策の根拠となるとともに、横断的な

視点から、土地利用の総合調整機能を果たすことで、市の特性に応じた適正かつ合理的な土地利用

を図り、もって市民生活と自然環境が調和した、快適で秩序と魅力あるまちづくりの推進及び地域

社会の健全な発展に寄与することを目的として、平成 28 年７月に岡崎市土地利用基本計画（以下

「本計画」という。）を策定しました。

１ 策定の背景

（１）策定の主旨
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2020（令和２）年９月に閣議決定がされた国が定める都市再生基本方針では、大規模災害に備え

国土強靭化を推進するとともに、経済・社会・環境の広範囲な課題に総合的に取組み、持続可能な

開発目標（ＳＤＧｓ）の達成に向けた観点を取り入れた都市再生を推進し、ＩｏＴやＭａａＳ、Ａ

Ｉなどの新技術を取り入れ社会的課題を解決する Society5.0 を実現することが求められていま

す。

自然環境が有する多様な機能を活かしたグリーンインフラの活用や災害リスクの低減に寄与する

生態系の機能を積極的に保全することによる持続可能な土地利用の実現が期待されています。

デジタル技術の進歩により、人々の日常生活や経済活動等について「デジタル空間」で充足でき

る領域が急速に拡大しています。こうした背景から、デジタル空間を前提として国土づくりを進

め、デジタルとリアルを融合することで、豊かで活力のある国土・地域を実現していくことが望ま

れています。

一方、新型コロナ危機により、人々のライフスタイルの価値観が大きく変わっています。

このような社会情勢の変化等に対応していくため、柔軟に見直す姿勢も重要となってきていま

す。

Society5.0 で実現する社会（内閣府）

持続可能な開発目標(ＳＤＧｓ)（環境省）

（２）社会情勢の変化
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本計画の策定後、大規模土地利用行為の事前協議制度、産業立地誘導地区に係る開発許可基準の

策定等各施策により、土地利用の規制・誘導に取り組んできました。

そうした中で、本市においては、平成 29年３月に岡崎市立地適正化計画を策定しました。平成 31

年３月には都市計画マスタープランを部分改定し、また岡崎市立地適正化計画を改定し居住誘導区

域の設定を行いました。愛知県においては、愛知県土地利用基本計画や西三河都市計画区域マスタ

ープランが改定されるなど、土地利用に関連する上位・関連計画の改定が行われています。

また、市街化調整区域内で市街化区域に近接する地域や、岡崎東インターチェンジ周辺等交通ア

クセスに優れ、一定の都市基盤が整備された地域において産業系土地利用の需要が旺盛であり、立

地・集積による秩序ある土地利用の誘導がこれまで以上に求められています。

一方で、激甚な自然災害が全国で発生している状況を踏まえ、水害、土砂災害等の防災上のリスク

を考慮した土地利用の方針を検討する必要性も生じています。

こうした背景を踏まえ、上位計画との整合を図りつつ、本計画の改定を行います。

２ 改定の経緯
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本計画の上位計画である第７次岡崎市総合計画の基本的な方向性をしめす総合政策指針（令和元

年 12 月議決）では、令和 32 年度を目標年度として目指す将来都市像を「一歩先の暮らしで三河を

拓く 中枢・中核都市おかざき」と定め、将来都市像実現にむけて、今後 10 年間の各分野における

10 の分野別指針を定めたうち、本計画は、分野別指針の「（１）暮らしを支える都市づくり」に位置

付けられています。

本計画では、上記分野別指針を軸に、国土利用計画法第８条に規定する市町村計画の策定目的と、

都市計画法第 18条の２に規定する都市計画マスタープランを補完しつつ、都市計画区域外を含む市

域全体の土地利用の適正化を図るため、岡崎市土地利用基本条例（平成 27 年岡崎市条例第 39 号）

（以下「条例」という。）第６条に基づき、「第２条の本市の土地利用の基本理念及び第３条の基本原

則」に沿った内容を定めることとします。

本計画の区域は、本市全域とします。

本計画の見直しは、総合計画改定時（部分改定を含む）を基本とします。

３ 計画の位置づけ

国土利用計画（全国計画）

愛知県国土利用計画

愛知県土地利用基本計画

岡崎市土地利用基本計画
岡崎市都市計画マスタープラン

岡崎市立地適正化計画

関連計画

基本とする

基本とする
即する

連携する

第７次岡崎市総合計画

基本とする

即する

連携する

４ 区域と見直し

（１）計画対象の区域

（２）計画の見直し

分野別指針（１）暮らしを支える都市づくり

集約連携型都市の実現に向けて、「しごと」に引き寄せられて集まってきた「ひと」の住

宅需要に対応しつつ、暮らしの質を高める都市基盤が充実していく「まち」を目指します。
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岡崎市都市計画マスタープランでは、第７次岡崎市総合計画が目指す将来都市像を実現するため、

『自然・歴史・文化を礎に新たなくらしと活力を創造する風格ある都市 岡崎』を都市づくりの基本

理念として、５つの都市像と都市づくりの目標を定めています。

５ 上位・関連計画

（１）岡崎市都市計画マスタープラン

都市づくりの主要課題 都市像と都市づくりの目標（括弧内は主要課題の番号）

１ 広域的なネットワークの変化への対応

課題の概要

① 基幹産業の機能強化・集積のための用地確保と基盤整備に
よる西三河都市計画区域※の拠点の確立

② 持続可能な産業構造の構築による、更なる地域経済の発展

③ 広域的なネットワークを生かした観光産業の発展

２ コンパクトでスマートな都市づくりへの対応

課題の概要

④ 過度に自動車に頼らない都市構造※へのシフト

⑤ 働く場の確保と居住環境※の維持・向上、それらをつなぐネ
ットワークの構築

⑥ 既存ストック※を活用した地域コミュニティ※の維持・再生

⑦ 生活拠点の形成と都心※部とのネットワーク化

⑧ 郊外部や山間部の自然環境の保全と無秩序な市街化の抑
制

⑨ 新技術の積極的な導入によるコンパクトなまちづくりへ
の取組み

【都市像１】

新たな活力を創造する都市

目標１ 新たな企業用地確保とその周辺の基盤整備による西
三河都市計画区域の拠点としての機能の強化(①)

目標２ 市内企業の産業競争力の向上(②)

目標３ 駅や駅周辺の都市機能強化による産業振興(③)

【都市像２】

将来にわたって持続可能な都市

目標１ コンパクト・プラス・ネットワーク※の取組みによる
持続可能な都市構造※への転換(④⑤⑦⑧)

目標２ 公民連携まちづくり※や既存ストック※の効率的な
利活用の推進(⑥)

目標３ 地域コミュニティの維持(⑥⑦)

目標４ 自然環境と調和した都市づくり(⑧)

目標５ 新技術導入による持続可能な都市の実現(⑨)

【都市像３】

住みやすい、住み続けられる都市

目標１ 暮らしやすさと豊かさを実感できる快適な居住環
境※の創造(⑩⑪⑭)

目標２ 地域資源を生かした魅力ある生活空間づくりの推進
(⑫⑬)

目標３ 誰にもやさしい交通環境の整備(⑩⑪⑭⑮)

３ 住み続けられる居住環境の質の向上への対応

課題の概要

⑩ 快適な暮らしや「新たな日常」に対応する都市機能※などの
充実

⑪ 居住場所と働く場が近接したアクセス性の良い環境の創
出

⑫ 緑やオープンスペース※が身近にある質の高いまちの形成

⑬ 歴史・文化などの地域資源を生かした風格あるまちの形成

⑭ 歩いて暮らせるまちなかや拠点での暮らしの質の向上

⑮ 歩行者優先のまちづくり

【都市像４】

自然・歴史・文化の趣を実感できる都市

目標１ 地域資源を活用した観光まちづくりの推進(⑯⑰)

目標２ 賑わい・交流を促進する環境の創造(⑰)

目標３ 地域資源のリデザイン※による魅力ある公共空間の
整備(⑱)

４ 自然・歴史・文化を生かした都市の活性化、観光振興

への対応

課題の概要

⑯ ＱＵＲＵＷＡ戦略などの事業による都市の活性化を契機
とした観光産業の推進

⑰ 地域の交流の促進と賑わいづくり

⑱ 地域資源を活用した魅力ある公共空間の整備の推進

【都市像５】

安全安心に暮らせる都市

目標１ 防災機能の強化により誰もが安全で安心に暮らせる
市街地の形成(⑲)

目標２ 被害を最小限に抑制するため市民や事業者などと行
政が一体となった防災力の強化(⑳)

５ 大規模自然災害などに備えた安全で安心な都市づく

りへの対応

課題の概要

⑲ 災害に備えたハード対策とソフト対策による被害を最小
限に抑える取組み

⑳ 業務・事業ＢＣＰ※策定の推進や防災意識の向上などの対
策
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また、これら５つの目標を踏まえて、将来都市構造を「土地利用（ゾーン）」、「拠点」、「軸」

といった視点から、以下のように設定しています。

・「土地利用（ゾーン）」では、現況の土地利用や地形を踏まえ、市街地、郊外部、山間部の土地

利用の区分を明確化し、都市環境と自然環境が調和した都市構造を目指します。

・「拠点」では、岡崎市立地適正化計画と整合を図りながら、鉄道駅などの交通結節点を中心に

して都市機能を集約し、それら拠点が相互に連携、補完できるような効率的な都市構造を目指

します

・「軸」では、自然や交通に係るものを設定し、自然に係る軸は本市を代表する水資源を位置づ

け、人と自然が共生し交流できる空間とします。交通に係る軸は市内外や市内各所を円滑に連

絡する鉄道、バス、道路を設定し、特に鉄道軸は公共交通の要として拠点間を連絡し、拠点形

成ひいては効率的な都市づくりに向けての重要な軸として設定します。
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岡崎市立地適正化計画は、長期の将来にわたっても、市民が引き続き快適な暮らしを継続するこ

とができる持続可能な都市構造にしていくために策定し、以下のように基本方針を定めています。

立地の適正化に関する基本的方針

●公共交通の利用と歩いて暮らすことができる利便性の高い「まちなか」を堅持し、さらには機能の

向上を図ります。

●都心ゾーンを中心として、賑わいと交流の創造、歴史と文化の継承にむけて、人口や都市機能の集

積を高めます。

●将来に渡り、市民の一定の生活利便性を確保するとともに、一定の市街地を維持するための財政上

の課題に対応するため、長期的な誘導と選択により可能な限り集約型の都市構造へ転換を図りま

す。

●その上で、多様な世代が将来に渡り、多様な暮らし方を選択できる環境の維持・確保に努めます。

（２）岡崎市立地適正化計画

基礎的⽅針（⻑期的な⼈⼝動向等を踏まえ都市全体を⾒

渡したまちづくりの⽅針）

■災害に対して安全安⼼な生活を維持する。

■整った既存の都市基盤（道路、公園、上下水道などのイン

フラ施設）を活かす。

①重点⽅針（特に⼒点を置くまちづくりの⽅針）

●居住を支える生活機能や広域的な都市機能が集積し、

にぎわいと交流あふれる都⼼ゾーンと公共交通基幹

軸を中⼼に、歩いて暮らしやすい⽣活圏を形成する。

②⼀般⽅針

（市街化区域全体を⾒渡したまちづくりの⽅針）

●現在の居住者に加え、就労と居住の関係性も重視した

上で、多様な⽣活スタイルを尊重した暮らしを維持す

る。

●一定の生活利便性を確保し、自動車依存を低減するた

め、ゆるやかに集約型の都市構造へ誘導する。

●地域での助け合い・支え合いの礎となるコミュニティを

維持するとともに、地域性・歴史性を尊重する。

居住の誘導方針

広域的な都市機能が集積

し利便性が高く魅力ある

都心ゾーンを形成すると

ともに、居住人口の集積を

積極的に高めます。

自動車を主な移動手段と

する子育て世帯や就労世

帯についても、地域性を考

慮した上で既存ストック

が整った区域や公共交通

が利用しやすい区域、ハー

ド・ソフト対策により災害

危険性の低減が図られる

区域を中心に、緩やかに居

住を誘導します。

都市機能の誘導方針

都心ゾーンを中心に、広域

的な集客力ある都市機能

の集積を高め、にぎわいや

交流の創出と歴史文化の

継承を図ります。

自動車利用ができない人

の生活利便性の確保や自

動車依存の低減のため、地

域拠点や公共交通により

アクセスしやすい地区を

中心として、住まいの身近

に日常生活に必要な機能

を中心に確保します。
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愛知県土地利用基本計画では、県土の利用にあたっては、公共の福祉を優先させ、自然環境の保

全を図りつつ、地域の自然、社会、経済及び文化などの条件を生かした自立的発展を促すととも

に、安全かつ健康で文化的な生活環境の確保と県土全域の均衡ある発展を図ることを基本理念とし

ています。また県内を河川の水系ごとに流域圏で区分し土地利用の基本方向を示すとともに、土地

利用の原則を土地利用基本計画図上で示す５地域について定めています。

【流域圏別の土地利用の基本方向】

本市が属する西三河流域圏の土地利用の基本方向として以下のように定められています。

【土地利用の原則】

土地利用は、土地利用基本計画図に図示された都市地域、農業地域、森林地域、自然公園地域及

び自然保全地域の五地域ごとに、それぞれの原則に従って適正に行われなければならない。

地域 原則

都市地域
一体の都市として総合的に開発し、整備
し、及び保全する必要がある地域

市街化においては計画的な市街化を図り、市街化調整区域
においては市街化を抑制し、他の土地利用との調和を図り
つつ秩序ある整備を行う

農業地域
総合的に農業の振興を図る必要がある地
域

農業の振興を図るとともに、農用地区域については多用途
への転用を行わないものとし、計画的な保全、整備及び開
発を行っていく

森林地域
林業の振興又は森林の有する諸機能の維
持増進を図る必要がある地域

地域森林計画対象民有林の区域については適正な森林施
業に保全及び整備を図り、国有林についてはその趣旨に即
した適正な森林の利用を図る

自然公園地域
すぐれた自然の風景地で、その保護及び利
用の増進を図る必要がある地域

限られた自然の風景地としてその機能の維持に努めると
ともに、特別地域については適正な保護及び利用の増進を
図っていく

自然保全地域
自然環境の保全を図る必要がある地域

自然環境を保全するため土地の利用目的を変更しないも
のとし、特別地区については良好な自然環境を適正に確保
していく

（３）愛知県土地利用基本計画

この地域のうち、山間部においては、都市近郊の農山村として自然な環境の保全と整

備を図るとともに、地域の振興を図るため、豊かな自然や伝統文化など、地域資源の総

合的な活用等により都市との交流を促進し、道路の整備、レクリエーション機能の強化

を推進します。また、教育、医療等生活基盤の計画的整備、水資源の確保並びに農用地

の保全・整備、農林業の振興など生産基盤の強化に努めるものとします。

平地部については、都市化の進展に適切に対処するとともに、産業基盤の整備、交通体

系及び都市施設の整備を進めるものとしますが、緑地など都市環境を整備するうえで必要

な自然環境の保全に努め、農業地域における農業的土地利用との調和に留意するものとし

ます。
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Ⅱ 土地利用の目標と計画の構造

第７次岡崎市総合計画の総合政策指針（令和元年12月議会議決）で示された将来都市像を考慮し、

目指す土地利用を設定します。

【目指す土地利用】

本計画では、条例第３条に定める基本原則に対応する「区域」、区域内での基本となる施策を定め

る「地域」、及び限定したエリアで特例的施策を定める「地区」を定めています。

１ 土地利用の目標

・都市機能が集積した集約型の都市

都心、市域中心部、地域の拠点へ都市機能の集積、居住を誘導することで集約型都

市の形成を促進する土地利用の推進

・安全安心な暮らしの確保

水害、土砂災害等大規模な自然災害に対する安全の確保に配慮した土地利用の推進

・持続可能性への配慮

森林など自然環境及び農地の保全を原則とし、排出 CO２の削減、生物多様性確保等、

環境負荷が少なく、持続可能性のある土地利用の推進

・産業の立地誘導

都市活力の維持のため、一定の都市基盤が整備された市街化調整区域の周辺環境と

調和した産業系土地利用集積・誘導の推進

２ 計画の構造

地区

４つの土地利用の基本原則

区域

地域

市域

田園地域

田園地域

森林整備地域

水源保全地域都市的利用地域

農住環境保全区域 市街地区域 自然環境保全区域 森林環境区域

（土地利用基本条例第３条）
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区域図

Ⅲ 基本原則と区域

水源涵養機能を保全し自然と交流する

ための森林環境区域

【基本原則】

森林、里山、棚田等の良好な自然環境を保

全し、及び市民の命の源である水源を確保

するための配慮を行うこと

【地域・地区指定の方針】

水源、森林、里山等の良好な自然環境を保

全します。

すでに工業地化されている部分及びその

周辺については、新たな産業の立地を誘導

し、その他の土地については開発を抑制し

ます。

自然環境や優良農地の保全を図り無秩

序な市街地化を抑制する自然環境保全

区域

【基本原則】

無秩序な開発を抑制し、自然環境の保全と

連携した良好な環境への配慮を行うこと

【地域・地区指定の方針】

自然環境の保全を原則とし、森林、田園の

機能に応じた保全・保護を図ります。

すでに一定の都市的土地利用が進んでい

る部分及びその周辺については、既存集落等

の維持や田園と調和した市街化形成、または

新たな産業の立地を誘導し、その他の土地に

おける無秩序な土地利用を抑制します。

水と緑・歴史と文化が保全される市街地区域

【基本原則】

住宅地における市民生活への影響を考慮し、及び

地域的特性を十分に踏まえた土地利用を行い、水

辺、都市緑地等の自然環境、歴史及び文化と調和し

た秩序ある市街地の形成に資する配慮を行うこと

【地域・地区指定の方針】

秩序ある市街地の形成に資するように、地域の特

性に応じた計画的な都市基盤整備、低未利用地の有

効活用による居住・就業用地の確保等を通じ、持続

可能な都市的土地利用を行う区域とします。また、

コンパクト・プラス・ネットワークの形成を目標と

し、集約連携型都市の構築を促進する土地利用を行

います。

優良農地と住環境が調和した農

住環境保全区域

【基本原則】

優良農地による田園風景を保全す

るとともに、集落地では田園と調和

した良好な景観を形成し、農住一体

となった配慮を行うこと

【地域・地区指定の方針】

区域の多くが、圃場整備が実施さ

れている田園であるため、田園景観

も含めて農住環境の保全・保護を図

ります。

すでに一定の都市的土地利用が進

んでいる部分とその周辺について

は、田園と調和した市街地形成や新

たな産業の立地を誘導し、その他の

土地における無秩序な土地利用を抑

制します。

１ 区域と地域・地区指定の方針

・条例第３条で土地利用の基本原則

が定められています。

・条例第４条第３項に基づき、各基本

原則を適用する区域を指定し、適用

された区域では各基本原則に沿って

土地利用を行います。

・区域は、現況の土地利用や地形を踏

まえ、市街地、郊外部、山間部の区

分を明確にし、４つの区分としま

す。
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Ⅳ 地域

・条例第６条第４項第２号に規定される土地利用の基本的施策は、「地域」を定めることで行います。

・「地域」は、愛知県土地利用基本計画における各地域に準じて設定します。

・「地域」で定める施策を基本とし、関連計画や各分野の条例、要綱、要領等で定める基準により実

現を図ります。

計画的な都市的土地利用による、秩序ある市街地の整備の促進と用途間の調和を図る地域として

市街化区域全域を指定します。

土地利用の施策

・立地適正化計画で定める各誘導区域に、都市機能と居住の誘導を図

ります。

・都心ゾーン、地域拠点では土地の高度利用化を促進します。

・土地利用が混在する地域については用途間相互の調和を図ります。

・災害リスクの高いエリアについて、より安全に配慮した土地利用を

推進します。

指定する区域 市街地区域

関連計画 岡崎市都市計画マスタープラン、岡崎市立地適正化計画

林業をはじめとした森林の利活用促進及び、生物多様性の保全、排出 CO2 削減、土砂災害の防止

等森林が持つ多面的機能の維持・保全を目的とした整備が必要な、市街化調整区域、都市計画区域

外の山林（田園地域除く）を指定します。

土地利用の施策

・森林の種別に応じた適切な保育・間伐・活用等を促進し、多面的機

能を維持します。

・治山、砂防事業、保安林整備の促進を図ります。

・森林との交流を促進し、多様な主体により森林を管理する仕組みの

構築と参加の促進を図ります。

指定する区域 自然環境保全区域、森林環境区域

関連計画 岡崎市森林整備ビジョン、岡崎市森林整備計画

１ 都市的利用地域

２ 森林整備地域
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森林整備地域のうちで、本市の水源として特に保全が必要となる乙川及び巴川流域の山林を指定

します。

農業の健全な発展を目指し農地の効率的な利用を図り、農業振興のための各種施策を計画的に実

施するために定めた岡崎市農業振興地域整備計画の地域と一体となった田園を指定します。

土地利用の施策

・地域内での森林施業以外の土地利用行為に係る伐採及び土地改変を

原則抑制します。

・良質な水の供給を確保するため、適切な保育、間伐を促進します。

・治山砂防事業及び保安林整備の促進を図ります。

・健全な水環境の維持・確保を図ります。

指定する区域 自然環境保全区域、森林環境区域

関連計画
岡崎市森林整備ビジョン、岡崎市森林整備計画、岡崎市水循環総合

計画

土地利用の施策

・農地が持つ多面的機能維持のため、保全・整備を図ります。

・田園景観の保全を図ります。

・農地法等に基づく農地制度の目的を考慮し、田園景観と調和した土

地利用を規制・誘導します。

指定する区域 農住環境保全区域、自然環境保全区域、森林環境区域

関連計画 岡崎市農業振興地域整備計画

３ 水源保全地域

４ 田園地域
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地域図

都市的利用地域

【指定する区域】

市街地区域

【都市計画法による区分】

市街化区域

【県指定地域】

都市地域

森林整備地域

【指定する区域】

自然環境保全区域、

森林環境区域

【都市計画法による区分】

市街化調整区域、

都市計画区域外

【県指定地域】

森林地域

田園地域

【指定する区域】

農住環境保全区域、

自然環境保全区域、

森林環境区域

【都市計画法による区分】

市街化調整区域、

都市計画区域外

【県指定地域】

農業地域

水源保全地域

【指定する区域】

自然環境保全区域、

森林環境区域

【都市計画法による区分】

市街化調整区域、

都市計画区域外

【県指定地域】

森林地域

※「県指定地域」：愛知県土地利用基本計画における指定地域をいう



14

Ⅴ 地区

・法令の規定によらず、本市が独自に土地の特性に応じた特例的施策を行うエリアを限定的に「地

区」として指定します。

・保護・対策のための施策を行う「地区」と、誘導のための施策を行う「地区」を定めます。

・各地区で行う事業の実施については、各種の法令等の手続きを行い、許可を受ける必要があり、

個別の案件について、諸法令の許可等を保証するものではありません。

自然環境の保護、周囲の自然環境と密接に関わる歴史的景観等特別に保護が必要なエリアを指定

します。

【指定箇所】

【施策の方針】

特別保護地区に指定された箇所においては、開発行為等の土地改変行為を抑制し、各地区を保

全するために必要な施策を実施するものとします。

本市の地勢、水環境等から潜在的な水害リスクの高さを念頭に、排水施設の整備状況や地形上特

性により市街化区域内で内水氾濫のリスクが高いエリアを指定します。

【施策の方針】

浸水対策は浸水被害が想定されるエリアのみならず、エリア外においても実施していく必要が

あることから、全市域において市・市民・事業者の三者が、浸水に対して実施すべき施策を明確

にし、各施策の周知、推進を図ります。

１ 保護・対策

（１）特別保護地区

・岡崎市北山湿地自然環境保護区

（岡崎市自然環境保全条例の自然環境保護地区）

・小呂湿地自然環境保護区

（岡崎市自然環境保全条例の自然環境保護地区）

・桜井寺シロバイ自生地

（生物多様性おかざき戦略の『将来に残したい地域』）

・悠紀の里保全地区

（後世に残したい文化資産）

（２）浸水対策地区
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市街化調整区域内で、一定の規模の住居や産業、公共施設等が存在し、道路等の基盤整備が実施

済み又は整備の見込みがある等、市街化区域としての基準を満たすことが可能若しくは、所定の施

策の実施によって満たすことができると想定されるエリアを指定します。

【施策の方針】

市街化区域への編入を見据え、秩序ある土地利用の規制・誘導を行うとともに、編入に係る調

整及び地域との合意形成を図ったうえで、必要な整備事業を行います。

市街化調整区域内で、主として市街化区域又は産業等の既存集積がある地域に隣接又は広域ネッ

トワークへの接続が容易な地域で、一定の幅員の道路等が整備されているエリアを、工業系産業施

設や文化教育等の施設を誘導するエリアに指定します。

【施策の方針】

周辺環境への配慮やインフラの整備等、立地における条件を付加したうえで、適正な規模の産

業の新規立地を促進します。

市街化調整区域内の既存集落で、著しい人口減少により集落や学校、既存インフラの維持が困難

となることが想定されるエリアを、既存集落内に一定程度の住居等の設置が可能となるエリアとし

て指定します。

【施策の方針】

既存集落のコミュニティ維持のため、適正な規模の住居等の設置を認める都市計画決定につい

て制度の整備、基準の明確化を行います。

２ 誘導

（１）準市街化形成地区

（２）産業立地誘導地区

（３）住環調和地区
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地区図

保護・対策

誘導

住環調和地区

市街化調整区域内で、

集落や学校、既存インフ

ラの維持が困難となるこ

とが想定されるエリア

特別保護地区

自然環境の保護、周囲

の自然環境と密接に関わ

る歴史的景観等特別に保

護が必要なエリア

浸水対策地区

市街化区域内において

排水施設の整備状況や地

形上特性から、内水氾濫

のリスクが高いエリア

準市街化形成地区

市街化区域としての基

準を満たすことが可能若

しくは一定の施策の実施

によって満たすことがで

きると想定されるエリア

産業立地誘導地区

主として工業系産業施

設や、文化教育等の施設

を誘導するエリア

赤枠内は市街化区域


